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1政 治 繍 体 の 名 称

守、 1のt)・v

香翔会"

収 支 報 告 書

観音寺市観者寺 町甲3037・

平成 ノ ζ'年 分

(平 成 年 月 旧 開 催 分)

2主 たる事務所の所在地

3代 表 者 の 氏 名 浜田 惹壷い
1 活動区域の区分

1[]2以 上の都道府県の区域等 M同 …の都道府 県の区域 内・'

4会 計 責 任 者 の 氏 名 両 田 ヂ・り 」/

事務担当者の氏名及び電話番号

岡 田 卸3(offO)戯 。_/4s

におけるすべての収入及び支出(当該政治団体のためにその代蓑者又は会計責任嵩と意患を通じてされた支出を含む。)の総
額、項鍵別の金額及び資産等並びに以下に掲げる事項(こ れらの事項がないときは、その旨)を記載すること。なお、政治団体のうち法第18条 の2第1項 の規定による政治慮体 似 下「特定パーティー開催団
体」とい墨)に あ{,ては、報衡書を提出するH現 荘で、当該特定パーティー開催団体の開催した政治資金パーティーに係るすべての収入(予 定される収入を含む。)及び支出(予 定される支出を含む。)の総額
、項囲別の金額瓦び以下に掲げる事項(これらの事項がないときは、その旨)を記載するものとし、予定される収入又は支出を寵載する場合においては、砦該収入又は支出が予定される収入又は支出である爵を「備考

」欄に記載すること。
2「 敢治囲体の区分」欄及びr活動区域の区分」欄の中の「口」内には、該当するものに「〆1を寵入することe
3「 資金鷺艦 迂1体の指定の有無1欄の中のf{コ」については、12月31#現 在で資金管斑紐体とし七指定されていた場合には「有」のflZl」に「〆」を認入し、12月3瞬 環在で資金管理懸体として指定されていなか
った揚合には1無3の 「□」に「〆」を詑入すること。さらに、「資金管理団体の櫓定の有無」欄の寧の松 職の種類」及び「資金管理醐体の届出をした者の氏名」は、12月31β規在で資金管理団体として指定されていた湯合に

のみ寵載すること。この場合において、「公職の種類」には、衆議院議曇、参議院議轟又は地方公共懸体の議会の議員若しくは長の匿分 により、その職については選挙区において選挙することとされて
いる場合には当該選挙区名を付して、その職 にある看にあっては壕 議院議員 香川県第○獲(現職)S 、その職の候捕渚にあつては陳 議院議員 四国選挙区〈候補者)」、候補考となろうとする者にあ

oて は「香川県議会議員 乙郡選挙区(候 補者となろうとする者〉」の例により記載すること。なお、i2月31日現在での国会議員関係政治団体に関する特例規定(法 第工9条の9の 規定をいう。以下同
じ。)の適用の有無にかかわらず、概載すること。
4「 資金管理団体の指定の期間」欄には、12月31日現在での資金管理団体の指定の有無にかかわらず、当該年中において一部の期聞のみ資金管理団体として指定されていた揚合に、その期間を記載すること
。この場合において・当該年中に資金管理団体として摺定され、その後.12月31茜 まで資金管理団体として捲定されていたときには、資金管理団体として指定された周から12月31目 まで、1A1日 現在で資金管理団体として捲定され

ており、その後当該年中に資金管理団体の指定を取り湖されたときには、1月餌 から資金管理闊体の指定を取り消された資まで、というように記載すること。また、1月1日から12月311iまで通年で資金管理繊体とし
て指定されていた場合には甜載を要しないこと.なお、楽該年中における国会議員襲係政治翅体に鍵する特擁規定の適用の有無にかかわらず、記載ずることe5精定パーティー鼻再催団体にあっては、当該特定パーティー開催鐡体が囎催した政治資金パーテ4一 の開催年月 日を「平成 年 月 韓開催分」の箇所に記載すること。
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収 支 の 状 況
1収 支の総括表

一一 一 一 一 一一一 一一一一一一 一一

駁 入 総 額

　　 T　 　 一「澗 臣 　 一 '再万
芽 門

o

(前年からの繰越額〉

、

o

(本年の取入額) o

支 出 総 額 o

翌年への繰越額 ρ一一一

1収 入とは1金 銭、物品、不動産その他の財産上の利益の収受で、法第8条 の3各号に掲げ

る方法による盤用のために供与し、又は交付した金銭及び有価証券の当該運用に係る当該

金銭等に相当する金銭等の齪受以外のものをいい、支員二1とは 、金銭、物繍、不動産その他

t"の 財産上の利益の供与又は交付で、法第8条の3各 母に掲げる方法による運用のためにする金銭
及び有価譲券の供与又は交付以外のものをいうeな お、金銭以外の財産上の利益に

あっては、これを時価に見積った金額を紀載し、その根拠を1備 考」欄に記載すること.

2収 入項目別金額の内訳
一 一 一一一一

ω 掴人の負担する党費又は会費
一 一一一 一 一 一 一

'

金 額

一卜億 百万

一

千 円

o
員 数 皿

一一一一 一 一一

2〈1)繭 人が負担する党費又は会費については、その金額及びこれを納入した者の数を記載

すること。

掌

一 一_一一 　

(2)寄 附
　 一　

ア 寄附(イを除く。)の区分

一
金 額

(ア)個 人 か ら の 寄 附

一1億 百万

一

千 円

o
(う ち 特 定 寄 附) 0

(イ〉法人その他の団体からの寄附 ク

(ウ)致 治 闇 体 か らの 寄 附 o
小 計((ア)-F(イ)十(ウ)) o

(寄附のうち寄附のあっせんによるもの) o
イ 政 党 匿 ・名 寄 附 o

合 計(ア+イ)
1 0

(2)寄 附(法人その他の団体が負担する党費又は会費を含み、政党匿名寄附(寄 附のうち、
法第22条 の6第2項 に規定する政党又は政治資金醐体が街頭又は一一'般に公開される演説

会若しくは集会の会場において受ける匿名の寄附でH牛 当たりの金額が千円以下のものを
いう。(3>及び(その9)に おいて洞じ。)を除く。{その9}を 除き、以下嗣じe>},:")いては、
「偲人からの寄附1、「法人その億の団体からの寄附」又は「政治団体からの寄附」に分類

し、それぞれ項 目ごとに総額を紀載するものとし、嵜附のうち寄附のあっせんに係るものに
っいては、その総額を記載すること。なお、鰯人からの害附のうち、塒定寄附(法 第19条 の
4に規定する宥附をいう。以下問じ。)については、綱人からの害附の内書としてその総額
を詑載すること。また、本部又は支鶴から供与された交付金に係る収入は、審附には該当
Lな いため、1敬治釧体からの霧附」に含めないこと。

③ 敬党匿名寄附については、その総額を詑載すること。
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資 産 等 の 状 況

1資 産等の総括表
一一一一一一

資 産 等 の 有 無
一 一 一 一 一 一一 一 　

資 塵 等 の項 国別 区 分 有
'

無 備 考
一一一一一

ア 土 地 o 田

イ 建 物 口 図

ウ 建物の所 有を目的とする地上権又は土地の賃借権 自 国

工 取 得 の 緬 額 が100万 円 を 超 え る 動 産 口
1[毒

預 金(普 通預金 及び 当座 預金を除く。)又は貯金(普 通貯金オ

を除く。)
口 図

力 金 銭 信 託 蟹 図

キ 有 価 証 券 口 劒

ク 出 資 に よ る 権 利 [コ 囲
融

1

ケ 貸 付 先 ご との 残 高 が100万 円 を 超 え る 貸 付 金 日 騒

コ 支 払 わ れ た 金 額 が1⑪0万 円 を 超 え る 敷 金 口 塑

渉 取得の緬額が1⑪砺 円を超 える寿澱 の利用に関する権利 口 図

I

lシ 借 入 先 ご との 残 高 が100万 円 を 超 え る借 入 金 [] 搭
踵

一 一

12月31日 において有する資産等(土 地、建物、建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権、取得の価額が100万 円を超える動産、預金 く普通預金及び当座預金を除く。(その18)

において同じ.)又 は貯金{普 逓貯金を除く。(そのS8)において同じ。)、金銭信託、有億証券、出資による権利、貸付先ごとの残高が10e万 円を超 える貸付金、支払われた金額が100万 円を
超える敷金、取得の価額がIOO万 鰐を超える施設の利用に開する権利及び借入先ごとの残扁が1GO万 鰐を超える借入金をいう。(その18)において嗣じ。)については、これらの項Rご との霧
無にっいて「[]」内に「ytjを認入すること。



(その20)

宣 誓 書

1「 会計責任者の氏名」欄は、認名押印又は署名とし、署名は必ず会計責任者本人が自署することD

2解 散の場合のみ、代表暫も記名搾印又は署名をすること。

3こ の報誓書を提出する際には、敵党又は政治資金団体にあっては監査意見書及び領収書等の写し(当該領収書等を複写機により複写したものに限る。以下同じ。〉、国会議

員関係政治団体(当 該年中においで・一部の期間のみ撮会議員関係政治団体に関する特劔規定が適用されていたものを倉む。)にあっては政治資金監査報告書及び領収書等
の写し、その他の政治団体にあっては、領収書等の写しを提出することeなお、領収書等の写しは、支出の項Hご とに分類レて提出すること。
4旗 収書等を徴し難いときは、領収書等を徴し難かった支出の明細書又は振込明細書に係る支出握触書及び振込明細潜の写しく当該振込明細書を複寡機により複写したもの

に限る。以下同じ。)を提出することeなお 、振込明細書の写しは、支出の項 翼ごとに分類し、楽該振込閉細書に係る支出目的書と併せて提出すること。


